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「原子力利用に関する基本的考え方」ポイント

⚫ 原子力はエネルギーとしての利用のみならず、工業、医療、農業分野にお
ける放射線利用など、幅広い分野において人類の発展に貢献しうる。

⚫ エネルギー安全保障やカーボンニュートラルの達成に向けあらゆる選択肢
を追求する観点から、原子力エネルギーの活用は我が国にとって重要。

⚫ 一方で、使い方を誤ると核兵器への転用や甚大な原子力災害をもたらし得
ることを常に意識することが必要。
⇒原子力のプラス面、マイナス面を正しく認識した上で、安全面での最大限
の注意を払いつつ、原子力を賢く利用することが重要となる。

原子力利用について：

２．本基本的考え方の理念

⚫ 「安全神話」から決別し、安全性の確保が大前提という方針の下、安定的な原子力エネルギー利用を図る。その際、円滑な事業を進めるための環境整備に
加え、放射性廃棄物処理・処分に係る課題や革新炉の開発・建設の検討等に伴って出てくる新たな課題等に目を背けることなく、国民と丁寧にコミュニ
ケーションを図りつつ、国・業界それぞれの役割を果たす。

⚫ 原子力エネルギー利用のみならず、非エネルギー利用含め、原子力利用の基盤たるサプライチェーン・人材の維持強化を国・業界が一体となって取り組む。

① 東電福島第一原発事故の反省
と教訓
➢ 福島の着実な復興・再生
➢ ゼロリスクはないとの認識の下での継続

的な安全性向上への取組・業務体制の確
立・安全文化の醸成・防災対応の強化

➢ 国及び事業者による避難計画の策定支援
等を通した住民の安全・安心の確保

➢ 原子力損害賠償の在り方についての慎重
な検討

４．今後の重点的取組について

② エネルギー安定供給やカーボン
ニュートラルに資する原子力利用
➢ 原発事業の予見性の改善に向けた取組
➢ 既設原発の再稼働
➢ 効率的な安全確認
➢ 原発の長期運転
➢ 革新炉の開発・建設
➢ 安定的な核燃料サイクルに向けた取組
➢ 使用済燃料の貯蔵能力拡大

③ 国際潮流を踏まえた国内外での
取組
➢ グローバル・スタンダードのフォローアッ

プ
➢ グローバル人材・スタンダード形成への我

が国の貢献
➢ 価値を共有する同志国政府や産業界間での、

信頼性の高い原子力サプライチェーンの共
同構築に向けた戦略的パートナーシップ構
築

⑤ 国民からの
信頼回復

➢ ルール違反を起こさ
ず、不都合な情報も
隠蔽しない

➢ 専門的知見の橋渡し
人材の育成

⑥ 国の関与の下での廃止措
置及び放射性廃棄物の対応
➢ 今後本格化が見込まれる原発の

廃止措置に必要な体制整備
➢ 処分方法等が決まっていない放

射性廃棄物の対応
➢ 国が前面に立った高レベル放射

性廃棄物対応

④ 原子力の平和利用及び
核不拡散・核セキュリティ等
の確保
➢ プルトニウムバランスの確

保
➢ テロや軍事的脅威に対する

課題への対応
➢ IAEA等と連携したウクライ

ナ支援

⑦ 放射線・ラジオアイソトー
プ（RI)の利用の展開
➢ 「医療用等ラジオアイソトープ製

造・利用推進アクションプラン」
の取組（重要RIの国内製造・安定
供給等）

➢ 社会基盤維持・向上等に貢献して
いるという認知拡大及び工業等の
様々な分野における利用の可能性
拡大

⑧ イノベーションの創出に
向けた取組
➢ 民間企業の活力発揮に資するな

ど成果を社会に還元する研究開
発機関の役割

➢ 原子力イノベーションに向けた
強力な国の支援

➢ サプライチェーン・技術基盤の
維持・強化、多様化

⑨ 人材育成の強化

➢ 異分野・異文化の多種多様
な人材交流・連携

➢ 産業界のニーズに応じた産
学官の人材育成体制拡充

➢ 若手・女性、専門分野を問
わず人材の多様性確保/次
世代教育

⚫ エネルギー安定供給不安/地政学
リスクの高まり

３．原子力を取り巻く現状と環境変化

⚫ カーボンニュートラルに
向けた動きの拡大

⚫ 世界的な革新炉の開発・建設/
既設原発の運転期間延長

⚫ 原子力エネルギー事業の予見性
の低下

⚫ テロや軍事的脅威に対する原子
力施設の安全性確保の再認識

⚫ 非エネルギー分野での放射線
利用拡大

⚫ 経済安全保障の意識の高まり

⚫ ジェンダーバランス等、
多様性の確保の重要性増加

⚫ 今後の原子力政策について政府としての長期的方向性を示す羅針盤となるものであり、原子力利用の基本目標と各目標に関する重点的取組を定めている。
⚫ 平成29年（2017年）7月に「原子力利用に関する基本的考え方」を原子力委員会で決定、政府として尊重する旨閣議決定。
⚫ 「今日を含め原子力を取り巻く環境は常に大きく変化していくこと等も踏まえ、『原子力利用に関する基本的考え方』も5年を目途に適宜見直し、改定す
るものとする。」との見直し規定があり、令和3年11月には、改定に向けた検討を開始することについて原子力委員会にて公表し、以来、有識者へのヒア
リングと検討を重ね、令和5年2月20日に原子力委員会で改定し、2月28日に閣議にて、政府として尊重する旨、決定された。

１．基本的考え方について 及び 改定の背景
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世界の原子力発電量の年間変化

（出典）一般社団法人日本原子力産業協会（https://www.jaif.or.jp/information/wna_report2024）
World Nuclear Performance Report 2023
（https://world-nuclear.org/our-association/publications/global-trends-reports/world-nuclear-
performance-report-2023）
日本経済新聞（https://www.nikkei.com/article/DGKKZO82931760S4A820C2MM8000/）

・2022年には、アジアの発電量が37TWh増加。

・南米とアフリカでは、若干の減少があったものの、発電量は依然として

これらの地域の近年の典型的なレベル内にとどまっていた。

・パリセード発電所の閉鎖は、北米の発電量が6TWh減少する一因と

なった。

・東欧とロシアでは、発電量が22TWh減少したが、これはウクライナの

発電量の推定減少と同程度である。

・西欧と中欧では、発電量が 112 TWh 減少。この減少は、原子炉

の停止により、ドイツで発電量が34TWh減少したことと、原子炉の停

止回数が多かったこと、フランスで発電量が81TWh減少したことによる。

・2024年6月時点で4億1,600万kW。これは2018年の過去最高記録（4億

1,445万kW）を上回った。

・過去10年間で70基の新ユニットが建設され、発電能力は約6％増加。

・2024年6月現在、原発は436基。

最近の世界の原子炉稼働数と発電量
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「原子力３倍宣言」に３１か国が署名

• 2023年の「国連気候変動枠組条約第28
回締約国会議(COP28)」(於UAE)では、
世界全体の進捗を評価する初の「グロー
バル・ストックテイク」で、原子力の果たす
役割が改めて注目され、その有効性が決
定文書に明記

• COP28期間中、日本を含む25カ国による
「2050年までに2020年比で世界全体の原
子力発電容量を３倍にする」との野心的
な目標に向けた協力方針を掲げた共同
宣言が採択

出典：
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/jo
hoteikyo/cop28_genshiryoku.html
https://world-nuclear.org/news-and-
media/press-statements/six-more-countries-
endorse-the-declaration-to-triple-nuclear-
energy-by-2050-at-cop29

• 2024年COP29(於アゼルバイジャン)で更に6カ国が追加署名し、署名国は31か国

【署名国】
UAE、米国、フランス、日本、英国、カナダ、韓国、フ
ィンランド、スウェーデン、ベルギー、ルーマニア、ポ
ーランド、ブルガリア、チェコ、ウクライナ、 ス
ロベニア、スロバキア、ガーナ、カザフスタン、 モ
ロッコ、モルドバ、オランダ、アルメニア、ジャマイカ、
クロアチア （＠COP28)
エルサルバドル、カザフスタン、ケニア、コソボ、
ナイジェリア、トルコ（＠COP29)
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日本の原子力発電所の現状

出所：資源エネルギー庁HP 日本の原子力発電所の状況 5
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令和6年４月２日第10回原子力委員会定例会議

「原子力・放射線を含む様々なリスク源に関するリスク認識についての調査」
内閣府 p.11
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（出典）令和5年度版原子力白書（令和6年6月原子力委員会） 資料編
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（出典）令和５年度版原子力白書（令和6年6月原子力委員会） 特集 放射線の安全・安心と利用促進に向けた課題の多面性 9



モデルプラント方式の発電コスト（2040年試算結果）

出所：資源エネルギー庁「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」 （2024年12月27日第7次エネルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント）
10



統合コストの一部を考慮した発電コスト（2040年試算結果）

出所：資源エネルギー庁「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」 （2024年12月27日第7次エネルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント）
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電気料金の変化と電力会社間比較

出典） 資源エネルギー庁HP「日本のエネルギー2023
年度版『エネルギーの今を知る10の質問』」
https://www.enecho.meti.go.jp/ab

out/pamphlet/energy2023/02.html

#section1

出典） 資源エネルギー庁HP「電気料金の改定
について（2023年6月実施）」
https://www.enecho.meti.go.

jp/category/electricity_and_g

as/electric/fee/kaitei_2023/

電気料金の安い順
九州電力
関西電力
中部電力
四国電力 と続く

エネルギー価格の高騰などもあり
近年の電気料金は上昇傾向
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データセンター・半導体工場の新増設による電力需要の高まり

13



ドイツにおけるエネルギーミックスと電⼒料⾦の国際⽐較

（出所）BDEWとZSW発表資料に基づきジェトロ作成

ドイツにおける電源別構成⽐（2023年）

電⼒料⾦の国際⽐較

（出所）第84回電⼒・ガス基本政策⼩委員会（2024年12⽉25⽇）資料3より

（参考）各国の電源構成（2022年実績）

（出所）第59回基本政策分科会（2024年7⽉23⽇）資料1より
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敦賀原子力発電所２号機 再稼働認められず

（出典）Reuters、日経クロステック、時事通信

2024年8月2日、原子力規制委員会は、敦賀原子力発電所2号機（福井県敦賀市）につい
て、2011年の東日本大震災の後に設定された新規制基準に「不適合」であるとの結論を出した。
新規制基準では、原子炉などの重要な設備は、将来動く可能性のある断層の上に設置してはな
らないと定められており、原子力規制委員会は、原子炉建屋の下を通る断層の活動性を否定でき
ないとした。
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敦賀原子力発電所２号機 審査結果に関する日本原子力学会の声明

（出典）日本原子力学会プレスリリース（https://www.aesj.net/uploads/PR20241120.pdf、https://www.aesj.net/risk_statement、https://www.aesj.net/risk_statement-kaisetsu）

✓ 2024年11月20日、日本原子力学会は、敦賀原発2号機の審査結果に関して、リスク情報を活用した原子力施設の安全性の向上について声明を発表。
声明では、原子力利用においては、深層防護の考え方を軸とした上で、決定論的評価や工学的判断、さらには確率論的リスク評価も使いながら、不確かさ
が大きい事象に対しても安全性の確保に努めることが重要としている。

✓ 2024年11月28日には、大井川会長記者会見（11/20）に関する報道（11/21付読売）に対する記事解説としてあらためて学会としての見解を発表。
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第5回原子力委員会
資料第1号

竹内 純子（国際環境経済研究所 理事・主席研究員、21世紀政策研究所 研究副主幹、東北大学特任教授、U3Innovations,LLC 共同代表）

(Nuclear Regulatory Commission) (Nuclear Regulatory Agency, 原子力規制庁)
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グレーデッドアプローチに関する研究事例

（出所）JAEA与能本氏提供資料より抜粋
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（参考）グレーデッドアプローチとは

（出所）JAEA与能本氏提供資料より抜粋
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医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン

アクションプラン策定の経緯

核医学治療への期待

• 「セラノスティクス」
（診断と治療を合わせて行う考え方
やその手法）への注目の高まり

国内の動き・課題
• ラジオアイソトープの大量製造を可能とする研究炉の再稼
働の動き

一方、
• 核医学治療を行う病床数の不足
• ラジオアイソトープ製造・利用を推進する人材不足

海外の状況
• 製造・研究に多額の投資
• 研究炉・加速器のネットワーク形成を推進
• ラジオアイソトープ及びその原料について獲得
競争の様相

最先端の原子力科学技術により医療体制を充実し、国民の福祉向上に貢献するとともに、
医療サービスの観点から経済安全保障の確保に寄与すべく、

国産ラジオアイソトープを患者のもとへ届けるためのアクションプランを策定

10年の間に実現すべき目標

①モリブデン-99/テクネチウム-99mの一部国産化による安定的な核医学診断体制の構築
②国産ラジオアイソトープによる核医学治療の患者への提供 ③核医学治療の医療現場での普及
④核医学分野を中心としたラジオアイソトープ関連分野を我が国の「強み」へ

アクションプラン

（１）重要ラジオアイソトープの国内製造・安定供給のための取組推進
・JRR-3・加速器を用いたモリブデン-99/テクネチウム-99mの安定供給 (可能な限り2027年度末に国内需要の約３割を製造し、国内へ供給）
・「常陽」・加速器を用いたアクチニウム-225大量製造のための研究開発強化（「常陽」において2026年度までに製造実証）
・アスタチン-211実用化に向けた取組強化（2028年度を目途に医薬品としての有用性を示す） 等

（２）医療現場でのアイソトープ利用促進に向けた制度・体制の整備
・核医学治療を行える病室の整備（特別措置病室等）（核医学治療実施までの平均待機月数について、3.8か月（2018年）→平均２か月（2030年））
・トリウム-227・ガリウム-68等、新たな放射性医薬品への対応 等

（３）ラジオアイソトープの国内製造に資する研究開発の推進
・研究炉・加速器による製造のための技術開発支援 ・福島国際研究教育機構による取組推進
・新たな核医学治療薬の活用促進に向けた制度・体制の整備 等

（４）ラジオアイソトープ製造・利用のための研究基盤や人材、ネットワークの強化
・人材育成の強化（研究人材、医療現場における人材等） ・国産化を踏まえたサプライチェーン強化 ・廃棄物の処理・処分に係る仕組みの検討 等

〇 科学技術・イノベーション政策、健康・医療政策、がん対策の観点からも重要であるため、関係する政府戦略の方向性とも軌を一にして取り組む

2022年5月31日原子力委員会決定
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α線放出核種による治療例

Kratochiwil C, et al. J Nucl Med 2016

before therapy

※Prostate Specific Membrane Antigen（前立腺特異的膜抗原）

after 1st therapy after 2nd therapy

〇 2016年、骨転移が全身に広がった転移性前立腺がんに対しアクチニウム225標識PSMA※-617 
中分子製剤を投与したところ、転移がんが消失した旨の報告があったことを契機に、アクチニウム
225は注目を集めている。
〇 以降、欧州や南アフリカなどから関連研究が相次いでおり、既に多くの臨床試験が開始。

※Prostate Specific Antigen（前立腺特異抗原）

※

（３回投
与）

（１回投
与）
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第3回フォローアップ2025に向けて

•対厚生労働省用に、日本核医学技術会にワーキンググループ
を立ち上げ、一括議論

•企業治験申請の可能性

•アイソトープ協会・日本放射性医薬品協会等との連携

•製造技術（研究炉・加速器）・中間事業体に関して、日本加
速器学会・日本原子力学会等の支援

•廃棄物管理に、医療法・RI法との一括管理（厚労省・規制
庁）

•人材育成（医師・薬学士・技師・医学物理士・看護師）につ
いて、日本核医学技術会・医学物理学会

•放射化学に関する人材育成（日本放射化学会、日本原子力学
会等）

At211、Ac225について、Lu177での実績をベースに、
薬機法承認に向けた有機的動き
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高速炉実証炉の概要

主容器

原子炉格納容器

蒸気発生器

中間熱交換器

１次系ポンプ

２次系ポンプ

崩壊熱除去系
空気冷却器
スタック

免震装置

提案概念鳥瞰図

項目 仕様

出力 60万kWe級（150万kWt）

炉心出口ナトリウム温度 550℃

炉心 酸化物燃料炉心または金属燃料炉心*

原子炉停止系
独立2系統
（後備炉停止系に受動的炉停止機能を設置)

主冷却系 中間熱交換器数及び２次系ループ数：4

崩壊熱除去系 自然循環式：5系統、強制循環式：1系統

原子炉建屋 3次元免震建屋または水平免震建屋

主な仕様（参考）

高速炉開発の「戦略ロードマップ」（2022年12月23日）に基づく実証炉の
概念設計の対象となる炉概念の仕様と中核企業の選定に係る提案公募

*：酸化物／金属燃料炉心でもプラントシステムへの影響は限定的なため（炉心出口温度
の違いとそれによる熱交換器伝熱面積増加等）プラント側のR&Dは共通。炉心燃料、
シビアアクシデント対策は酸化物／金属燃料炉心でそれぞれ並行して実施。

◼ 実証炉の概念設計の出力については、実用化へのスケールアップでの技術的連続性を確保でき、大型炉・小型炉
にも展開可能な60万kWe級とする。

◼ 国内の既往プロジェクトの技術蓄積に加え、海外の運転経験を反映可能なタンク型炉を対象とすることにより合理
的な開発を行う。

◼ 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓や国際的な安全設計基準の考え方を取り入れ、安全性を向上
する。

第23回戦略ワーキンググループ資料（2024年12月13日）
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軽水炉・高速炉・核燃料サイクル・廃棄物処理処分の
長期ビジョン

原子力利用における使用済燃料の問題

⚫ 核分裂反応を利用する原子力では核分裂生成物が生成される。
⚫ 燃焼しなかったウランやプルトニウム、及び核分裂生成物には長い
半減期を有する核種が含まれるためその処理・処分は問題となる。

使用済燃料の処理・処分の方法（直接処分と再処理リサイクル）

使用済燃料の再処理過程でMAを分離・回収する。（高度な技術が必要）
回収したMAはウランやプルトニウムに含有させた燃料として高速炉で消滅させる。

MA分離・消滅による潜在的有害度の低減効果

⚫ 「潜在的有害度」とは、使用済燃料や放射性
廃棄物が持つ放射能を、人に対する有害度
の観点から定量的に比較できるように考え
た尺度で、「仮にその放射能をそのまま口か
ら体内に摂取した場合に人が受ける放射線
量」を用いている。

⚫ 100万kWの原子力発電所を1年間運転し

た時の使用済燃料、またはその再処理によ
り発生する放射性廃棄物の潜在的有害度。

⚫ 潜在的有害度は、ウランとプルトニウムを回
収した場合（紫色の線）には約8分の1、更に

アメリシウム等を回収した場合（青色の線）
には約30分の1となるとの試算結果を示し
ている。
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地層処分システム

（出典）NUMO「高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する対話型全国説明会説明資料」（2023年）
（出典）原子力委員会「令和５年度版 原子力白書」
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まとめ
⚫原子力は、エネルギーミックスの中で、世界の
カーボンニュートラル目標達成、安定で適切なコ
ストでの電力供給に貢献します。

⚫原子力のリスク＆ベネフィットのバランスで運営す
べき。

⚫原子力白書では、原子力リスクを、施設周辺の住
民の方々等の、放射線による健康リスクを指標に
してまとめた。

⚫原子力委員会はじめ原子力関係者は国民の皆様
のリスク＆ベネフィットに関する理解の支援と活動
を常に行い、さらに推進すべきではないか。

ご清聴ありがとうございました。 29
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